
４－１ 事業費及び財源 

岐阜市新庁舎実施設計   

 

　建設費に影響する大きな要因として、近年の建築物価の動向が挙げられます。
　（一財）建設物価調査会の調査による建築費指数（※）から建築物価の動向をみると、
グラフのとおり、概算建設費の試算を開始した平成 25 年以降、消費税率の引き上げも
相まって、上昇傾向にあり、ここ数年は、高止まりの状況にあります。

　新庁舎の財源は、先の基本計画では、一般家庭の貯金にあたる基金とともに、元利償還金
の 70％が後年度、国から普通交付税で措置される有利な起債である合併特例債を活用する
計画としていました。
　そして、基本・実施設計を通じ、庁舎整備基金を積み増すとともに、新たに、防災拠点機
能の強化、中心市街地のにぎわい創出に繋がる整備、環境配慮設備の導入、県産材の活用に
ついて、国・県の補助金や交付金、有利な起債の活用が可能となったことから、先の基金や
合併特例債に加えて、これらを最大限活用する計画とします。
　引き続き、合併特例債が活用できる令 和 2 年度末までの事業完了とともに、国の動向など
を注視し、様々な補助金や起債、その他、寄附金などの財源を活用して、 将来世代へ過度な
負担を生じないよう、配慮してまいります。

※建築費指数とは、建築工事価格の動向を示す統計指数であり、工事価格に含まれる労務費、資材費、共通費
　の価格変動を含めたもので、建築物価を示すほか、建築物の積算単価や国の統計資料などに用いられています。
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近年の建築費指数の推移（H28 .12時点：名古屋地区・事務所ビル・鉄骨造の場合）

施設別建築費指数の推移（平成 25 年から平成 28 年）

財源の比較

■ 建築物価の動向 ■ 財源
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